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原水爆禁止日本国民会議

事務局長 藤本 泰成

【工事再開直後の震災、上関原発工事中止に！】

山口県上関町の長島に、中国電力が建設予定の上関原子力発電所（137.3万kW×２機）は、約3キロ

ほど海を隔てた祝島の住民の反対によって29年間建設できずに来ました。中国電力は、2018年の営業

運転開始予定に合わせて、今年2月21日に住民の反対を押し切って工事の再開を行いました。抗議する

祝島住民が工事関係者によって阻まれ、もみ合いとなったなかで反対派の女性が病院に搬送される事態

も生じました。新聞報道は、「反対派の妨害」と言うような論調でした。しかし、翌月3月11日の震災

とそれに伴う福島原発事故を受けて、工事は中断されました。

（資料①）

●上関原発工事、１年３か月ぶり再開（2011年2月21日 読売新聞）

中国電力（広島市）は２１日、山口県上関町で進めていた上関原子力発電所の建設工事を再開した 。

計画に反対する住民らの妨害で２００９年１１月上旬に中断して以来約１年３か月ぶり。（以下略）

●上関原発工事 中国電が続行、反対派とにらみあい（2011年2月22日 読売新聞）

山口県上関町の上関原子力発電所建設計画で、埋め立て工事を再開した中国電力（広島市）は２２日

も作業台船を使い、予定地海域で作業を行った。反対派住民の抗議行動も続き、予定地陸域では作業員

とにらみ合いになっている。（以下略）

●上関原発の準備工事中断（2011年3月16日 読売新聞）

福島第一原発の相次ぐ事故を受け、中国電力（広島市）は１５日、山口県上関町で進めていた原子力

発電所の建設準備工事を中断すると発表した。事故後、山口県や上関町が中断を要請していた。

中断期間は決まっておらず、２０１８年３月に営業運転開始を予定していた計画の修正は避けられな

い情勢だ。（以下略）

全国には、現在14基の原発計画が進行中ですが（資料②）、そのほとんどが工事中断、計画の見直

しを迫られています。多くの原発立地県の知事が、新規立地計画の見直しや安全基準の再検討などを求

めています。関西電力の八木誠社長は、福島原発の事故に関して「想定外の事態。過去最大の津波を考

えて『安全』と言ってきたが、検討が足りなかったと解釈すべきだ」と述べています。

しかし、どの電力会社の首脳も、中国電力が上関の原発工事中止を「あくまでも準備計画の中断であ

り、原発計画全体への影響はない」と述べているように、原発中心の発電計画を放棄するとは述べてい

ません。3月28日には、関電の八木社長は、定期検査中の原発の運転再開と高浜原発4号機のプルサー

マル計画に対して「粛々とやっていく」、中電の山下社長は、原発は「エネルギーセキュリティー確保
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や地球温暖化防止の観点からも必要な電源」と述べるなど、原発推進のこれまでの立場を変えない姿勢

を見せています。

上関原発工事の中断を求めた山口県の二井関成知事も「原発立地は安全確保が大前提。国は地震、津

波と事故の関係や原因究明に徹底的に取り組んで欲しい」と述べているとおり、現時点での原発立地計

画の全面的廃止を要求しているわけではありません。

（資料②）

会社 発電所 出力（万kW） 運用開始予定

東北電力
浪江・小高（福島県） 82.5 2021年度

東通2号（青森県） 138.5 2021年度以降

東京電力

福島第一7号（福島県） 138 2016年10月

福島第一８号（福島県） 138 2017年10月

東通1号（青森県） 138.5 2017年 3月

東通2号（青森県） 138.5 2000年以降

中部電力 浜岡6号（静岡県） 140（級） 2021年以降

中国電力

島根3号（島根県） 137.3 2012年 3月

上関1号（山口） 137.3 2018年 3月

上関２号（山口） 137.3 2022年度

九州電力 川内3号（鹿児島） 159 2019年度

電源開発 大間（青森県） 138.3 2014年11月

日本原子力

発電

敦賀3号（福井県） 153.8 2017年 7月

敦賀4号（福井県） 153.8 2018年 7月

佐藤雄平福島県知事は、震災後の3月15日、菅直人首相に電話で対応し「県民の不安や怒りは極限に

達している」と伝え、国の責任で早期に事態を収拾するよう要請したと報道されています。彼は、事故

に対する東京電力の対応などに苦言を呈したとされています。

しかし、佐藤知事は、昨年の8月に、安全性への懸念を表明する県民の声を無視し、福島第一原発 3

号機におけるプルサーマル計画の実施を受け入れました。佐藤知事は、「原子力政策については、県民

の安全・安心の確保を最優先に真剣に向き合い、慎重に対応してまいりました」としながら、「本日 、

技術連絡会の『技術的3条件の確認について、国、東京電力は適切に対応したものと判断する』との見

解について、県として了解することといたしました」と述べています。しかし、「福島県としても、M

OX燃料使用にあたっての安全の確保など東京電力のプルサーマル実施に係る取組みについては、県民

の安全・安心の確保の観点から、立地町とともに引き続き確認し、しっかり対応してまいります」との

佐藤知事の言葉は守られることがありませんでした（福島県ウェブサイト、知事記者会見 2010年8月6
日参照）。

【原発依存からかじを切れ】

今回の事故に対する多くの知事の発言は、これまでの容認の姿勢から国民的批判を免れようとする場

当たり的なものとしか感じられません。その中では、3月24日の朝日新聞「3・11 opinion」における
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川勝平太静岡県知事の「原発依存からかじを切れ」と題した主張は明確で分かりやすいものでした。「

原発の安全性が大きく揺らいだ今、エネルギー政策を根本的に見直し、原子力依存から脱却する方向に

舵を切らなくてはなりません」「いきなり原発廃止のハードランディングではなく、電力の供給力を落

とさないように、徐々に廃止していくソフトランディングが望ましい」といった主張は、原水禁がこの

１月に出した「原水禁エネルギープロジェクトからの提言－持続可能で平和な社会をめざして」の主張

と同様のものです。原発立地県である静岡県の現役知事の主張として注目されます（添付資料参照）。

菅直人首相は、3月31日の記者会見で、原子力を基本にしたエネルギー政策の見直しに言及しました

。半世紀以上続けられてきた原子力推進の政策について、初めて負の方向から触れた首相の発言は、非

常に重たいものです。電力会社や多くの自治体の首長がとっている、その場しのぎの言葉であってはな

りません。また、そうさせてはなりません。今後の私たちのとりくみが重要となります。




